
農産物検査３等以上のもの又は当該等級に相当するもの（加工用米、新規需要米、種子用は除く）で、

（１）ＪＡ等の集出荷業者へ出荷・販売する米

・ ６月末までに出荷契約又は販売契約を結び、 翌年３月末までに出荷又は販売したもの

（２）実需者等へ直接販売する米

   ・ ６月末までに前年の実績等を基に販売計画を作成し、翌年３月末までに販売契約を結び、

販売の対象としたもの

収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）の運用見直しについて

令和４年産からナラシ対策の運用を見直し、需要に応じた米生産を後押しするため、対象農産物である米に
ついても、具体的な出荷・販売予定に従って計画的に生産したものが補てんの対象となります。
具体的には、米について、農業者が事前に集荷業者（ＪＡ等）と出荷契約を結んだもの、また、農業者が

実需者等に直接販売する場合は販売計画を立てたもの等が補てんの対象となります。

１

ナラシの補てん対象となる米（主食用）

※ ナラシ対象農産物のうち、麦と大豆は、既に、播種前契約に基づき出荷・販売したものが補てんの対象。

※ 赤字下線部分を追加

【変更点①】
米を生産予定の農業者は、６月末までの加入申請に当たり、「出荷・販売契約数量等報告書」の

提出が新たに必要となります。当該報告書において、ＪＡ等との出荷・販売契約や実需者等への
直接販売計画の数量を報告する必要があります。（次ページ参照）

【変更点②】
積立金の納付期限は、７月31日から８月31日になります。

運用見直しに伴う手続きの変更点

※ 詳細については、北陸農政局ＨＰに掲載の「ナラシ対策の運用見直しについて」をご覧ください。



・申請する対象農産物の年産を記入してください。
・申請者の住所、氏名を記入してください。
組織の場合は、組織の名称及び代表者の氏名を記入してください。

・様式第１号「経営所得安定対策等交付金交付申請書」に記載された交付申
請者管理コードを記入してください。

２

「出荷・販売契約数量等報告書」（様式第10‐11号）の記載例等

１ ＪＡ等の集出荷業者へ出荷・販売する場合
・「地域等区分」については、３ページをご覧のうえ、記入してください。
・出荷・販売契約を締結した集出荷業者名を記入してください。
・出荷・販売先ごとに、当年産の契約数量（単位：kg）を記入してください。
・契約数量の確認書類として、出荷・販売先との出荷契約書、販売契約書等
の写しを添付してください。なお、出荷・販売先から、別途一覧表（ナラシ
_別紙参考様式第８号）の提出がある場合は、添付不要ですので、出荷・販
売先にご確認ください。

２ 実需者等へ直接販売する場合
・「地域等区分」については、３ページをご覧のうえ、記入してください。
・販売先の区分について、該当する番号（①～④）を記入してください。
なお、「④その他」を選択する場合、（ ）書きで仕向先を記入してくだ

さい。【例：④（醸造所）】
・当年産について、販売先の区分ごとに、翌年３月末までの販売計画数量を
記入してください。
・前年産について、販売先の区分ごとに、生産翌年３月末までの販売実績数
量を記入してください。
・なお、直接販売の場合は、契約書の写し等の確認書類の提出は不要です。

【留意事項】
・様式第10-11号の報告書は、様式第１号「経営所得安定対策等交付金交付
申請書」に添付して提出してください。
・３の合計数量（契約数量＋販売計画数量）が、様式第１号に記入した積立
て申出の米の生産予定面積から勘案して過大となっている場合等には、個別
に事情をお聞きすることがあります。
・様式第10-11号の報告書、ナラシ_別紙参考様式第８号の一覧表は農林水産
省ＨＰからダウンロードできます。

様式第 10－11号 

 

収入減少影響緩和交付金の積立て申出に係る米穀の出荷・販売契約数量等報告書 

 
農林水産大臣 殿 

申請者 住 所 石川県金沢市広坂2丁目2番60号   

氏 名 農林 太郎            
 
 
 
 
 
 収入減少影響緩和交付金の積立て申出に当たり、６月末時点の米穀の契約数量及び計画数量を下記のと
おり報告します。 

１ 農協又は主食集荷組合傘下業者へ販売又は販売委託する米穀の契約数量 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
注）契約数量を確認できる書類（出荷契約書、販売契約書の写し等）を添付してください。 

２ １以外の者に直接販売する米穀の販売計画数量 

 販売計画数量なしの場合はチェック  □  

地域等区分 

販売先 

下記から選択してください 

①卸・小売、②中食・外食、 

③消費者、④その他 

当年産の 

販売計画数量 

（参考） 

前年産の 

販売実績数量 

〇〇地域 

② １，０００ kg １，０００ kg 

③ ９００ kg ９５０ kg 

④（醸造所） １００ kg ５０ kg 

 kg kg 

合 計 ２，０００ kg ２，０００ kg 

 

 kg kg 

 kg kg 

 kg kg 

 kg kg 

合 計 kg kg 

注１）販売計画数量は、前年産の販売実績や経営規模の変動等を踏まえて記入してください。 

注２）販売先として「④その他」を選択する場合は、（）を付して仕向先等を記入してください。（例：④（醸造所）） 

注３）当年産の販売計画数量及び前年産の販売実績数量は、それぞれ交付前年度の３月までの販売対象数量を記入してください。 

３ 合計（１＋２） 

交付申請者管理コード 1 7 0 1 5 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 

 契約数量なしの場合はチェック □ 

地域等区分 出荷・販売先名 当年産の契約数量 

〇〇地域 ＪＡ〇〇 ２０，０００ kg 

  kg 

  kg 

  kg 

  kg 

  kg 

地域等区分 
当年産の 

契約数量及び販売計画数量 

〇〇地域 ２２，０００ kg 

  kg 

○年産 

 

様式第10－11号



新潟県

平成４年産から「市町村別」に区分

（ただし、長岡市は、平成22年3月31日付け合併前の旧長岡市と旧川口町の区域に区分）

富山県 区分なし

石川県

加 賀（金沢市、小松市、加賀市、かほく市、白山市、能美市、川北町、野々市市、津幡町、内灘町）

能 登（七尾市、輪島市、珠洲市、羽咋市、志賀町、宝達志水町、中能登町、穴水町、能登町）

福井県

嶺 北（福井市、大野市、勝山市、鯖江市、あわら市、越前市、坂井市、永平寺町、池田町、南越前町、越前町）

嶺 南（敦賀市、小浜市、美浜町、高浜町、おおい町、若狭町）

地域等区分について

３

北陸農政局管内における 「米穀」 に係る地域等区分

新潟県

富山県

石川県

福井県

嶺南地域 敦賀市、小浜市、美浜町、高浜町、おおい町、若狭町

注１）　申請者が認定農業者又は特定農業団体であるときは、その農業経営改善計画又は特定農用地利用規程を認定した市町村

　　　　（複数の市町村において認定を受けている場合又は農林水産大臣若しくは地方農政局長若しくは都道府県知事から認定を受けている場合にあっては主として

　　　　農作業を行う農地が所在する市町村。）

注２）　申請者が集落営農（特定農業団体を除きます。）であるときは、農業経営の法人化及び地域における農地利用の集積を確実に行うと判断した市町村

注３）　申請者が認定新規就農者であるときは、その青年等就農計画を認定した市町村（複数の市町村において認定を受けている場合にあっては主として農作業を

　　　　行う農地が所在する市町村。）が属する地域に設定された単位面積当たり標準的収入額の区分ごとの生産予定面積とします。

能登地域 七尾市、輪島市、珠洲市、羽咋市、志賀町、宝達志水町、中能登町、穴水町、能登町

地域等区分 市町名

嶺北地域 福井市、大野市、勝山市、鯖江市、あわら市、越前市、坂井市、永平寺町、池田町、南越前町、越前町

区分なし 全地域

地域等区分 市町名

加賀地域 金沢市、小松市、加賀市、かほく市、白山市、能美市、川北町、野々市市、津幡町、内灘町

地域等区分 市町村名

市町村名 ただし、平成22年３月合併前の旧川口町にお住まいの方は、「長岡市（旧川口町）」と記載願います。

地域等区分 市町村名
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